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様式１　協働創出事業提案書


私は、ＣＳＯ・企業提案型協働創出事業実施要領Ⅵ（２）のいずれにも該当しないことを宣誓し、下記のとおり提案をします。



（記入例）
	提出先
	　

	提出日
	　令和　　　年　　　月　　　日





	ふりがな
	

	団体・企業名
	

	ふりがな
	

	代表者名
	役職名　　　　　　　　　氏　名　　　

	団体・企業の住所又は
所在地
	〒　　





	
	ＴＥＬ
	

	団体・企業の設立年月日
	

	会員・従業員数
	

	団体の主な
事業内容・活動内容
	

	担当者名・連絡先
	ふりがな
	

	
	氏名
	

	
	ＴＥＬ
	

	
	E-mail
	

	※窓口となった
 中間支援組織
	団体名：　　

	
	担当者名：　

	
	TEL：　

	
	E-mail: 

	1.提案事業名
	

	2.協働したい部署
	

	3.解決したい課題
	

	4.事業効果
	☐①住民満足度の向上　　☐②行政業務の効率化　　☐両方
（向上について具体的にご記載ください）
①
②

	5.対象地域・対象者
	

	6.事業内容
	










	7.協働の必要性
	（協働だからこそできる理由、行政だけでは難しい理由、協働により生じる追加価値等箇条書きで具体的に）










	8.効果

	（住民　または　行政にとっての協働メリットを具体的に）


	9.役割分担
	（貴団体が担う役割）


	
	（県・市町に望む役割）



	
	協働の形態
	☐協働型委託　☐共催　☐補助　☐後援　　☐事業協力
*委託等行政に予算措置を提案される場合は別途概算予算書の作成をお願い致します。


[bookmark: _Hlk2169780]
（１）提案が採択された場合、上記１から9の項目は全て公表します。
（２）上記の欄は全て必須項目となります。ただし、中間支援組織を介さない場合は、「※印欄」の記入は不要で
す。
（３）記入欄が不足する場合は、別紙に添付してください。
（４）お預かりした個人情報は、提案内容への回答のためにのみ使用し、ご本人の承諾なしに第三者に提供する
ことはありません。



概算予算書
（区分、金額、積算根拠の記載があれば別フォーマットでも可）


	区　分
	見積額（単位：円）
	積算根拠

	
	
	単価（円）
	数量
	内容

	人件費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	通信費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	印刷費
	
	
	
	

	使用料
	
	
	
	

	事業費計
	
	
	
	

	管理費
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	

	消費税
	
	
	
	

	計
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